
①児童生徒の不登校及び問題行動（いじめ・暴力行為）について、本区の状況を調査・分析することにより、教育現場における生徒指導上の取組のより一層の充実に資するものとすること。
②実態把握を行うことにより、不登校児童生徒への適切な支援と児童生徒の不登校・問題行動（いじめ・暴力）の未然防止、早期発見、早期対応につなげていくものとすること。

〇いじめの認知件数は、
５,５５６件で、
前年度と比べ、
５２４件増加。

〇いじめ発見のきっか
けとしては、小中学
校ともに「学校の教
職員等が発見した」
が最も多い。

〇いじめの態様につい
ては、小中学校とも
に「冷やかしやから
かい等」が最も多い。
中学校においては、

「SNS等」の割合も一
定数を占めている。
これらのいじめにつ
いては、表面化しに
くい場合も考えられ
るため、児童生徒の
援助希求力の向上や
相談体制のさらなる
整備が必要である。

〇令和６年度の小中学校における不登校
児童生徒数は、1,180人であり、前年度
から164人減少した。校種別に見ると、
小学校で69人、中学校で95人減少して
いる。校内における安心して過ごせる居
場所づくりや、スクールカウンセラーや
スクールソーシャルワーカーなどの専門
家による支援体制の充実が図られた成
果であると考えられる。

〇不登校の要因は、小学校においては、
「学校生活に対してやる気が出ない」、
中学校においては、「不安・抑うつ」が
最も多い。不登校の背景は多様で複雑
であり、本人や周りの大人にも要因が
はっきりと分からないことから、背景や
状況を的確に捉えるためのアセスメント
の充実が課題である。

〇学校内外の専門機関で相談・指導を受
けた児童生徒の割合は、小学校で７０％、
中学校で８０％を超えている。また、学校
内外の専門機関や教職員から継続的に
相談・指導を受けた児童生徒の割合は、
小学校、中学校ともに９０％を超えてい
る。不登校児童生徒一人ひとりの実態に
応じた支援の充実を図っていくことが
課題である。

不登校の要因（不登校児童生徒数を基にした各項目の割合 上位５項目）

学校内外の機関や教職員から継続的に
相談・指導等を受けた児童生徒の割合

いじめの態様（上位３項目）

暴力発生件数 暴力行為発生校数

暴力行為の区分別発生件数

調査の趣旨
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【概要版】

不登校の現状等

いじめの現状等

暴力行為の現状等

いじめの認知件数・解消率

令和６年度 不登校及び問題行動（いじめ・暴力行為）の状況について

不登校について いじめについて

暴力行為について

不登校児童生徒数・出現率

学校内外の機関で専門的な相談・指導等を受けた児童生徒の割合

※学校外の専門機関とは、教育支援センター、フレンドセンター、医療機関、
フリースクールなどを指す。

※学校内の専門機関とは、スクールカウンセラーと養護教諭を指す。

※「継続的」とは、週に１回程度以上を目安としている。

いじめ発見のきっかけ

〇小中学校ともに、
令和５年度に比べ、暴
力行為の発生件数が増
加した。特に小学校に
おける対教師暴力に該
当する暴力行為の増加
が顕著である。

〇暴力行為の対応につい
ては、家庭との連携が
必要不可欠であること
から、家庭に対する支
援アプローチとして、
スクールカウンセラー
やスクールソーシャル
ワーカー、関係機関等
との連携強化に努めて
いくことが重要である。
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